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1.  平成24年1月期第3四半期の連結業績（平成23年2月1日～平成23年10月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年1月期第3四半期 2,104 10.0 665 10.7 669 11.1 430 16.6
23年1月期第3四半期 1,913 14.3 601 40.0 603 40.1 368 39.3

（注）包括利益 24年1月期第3四半期 ―百万円 （―％） 23年1月期第3四半期 ―百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年1月期第3四半期 96.24 ―
23年1月期第3四半期 82.56 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年1月期第3四半期 2,836 2,371 83.6 530.68
23年1月期 2,632 2,204 83.7 493.31
（参考） 自己資本   24年1月期第3四半期  2,371百万円 23年1月期  2,204百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
（注）平成22年８月１日付にて普通株式１株につき200株の割合で株式分割しております。そのため、平成23年１月期第２四半期末の１株当たり配当金について
は、当該株式分割が行われる前の数値で記載しております。当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり配当金につきましては以
下のとおりになります。 
平成23年１月期 第２四半期末：25円00銭 期末：25円00銭 年間合計：50円00銭 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年1月期 ― 5,000.00 ― 25.00 ―
24年1月期 ― 25.00 ―
24年1月期（予想） 25.00 50.00

3.  平成24年1月期の連結業績予想（平成23年2月1日～平成24年1月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,637 1.9 761 0.5 768 1.1 465 △2.5 104.13



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  有  

（注）当四半期会計期間における連結の範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方
法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点に金融商品取引法に基づく四半期財
務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についての注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決
算短信（添付資料）３ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 

4.  その他

新規 1社 （社名）
EPCO(HK)LIMITED(中国名：艾博科（香
港）有限公司)

、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  有
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年1月期3Q 4,658,000 株 23年1月期 4,658,000 株
② 期末自己株式数 24年1月期3Q 189,273 株 23年1月期 189,273 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年1月期3Q 4,468,727 株 23年1月期3Q 4,468,727 株
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当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により寸断された供給網の復

旧が進み、企業業績が改善し、個人消費の持ち直しが見られた一方、欧州や米国の経済不安に伴う円

高・株安の進行や雇用情勢の悪化懸念などの景気下押しリスクを抱えて、先行きに対する不透明感が払

拭されるまでには至りませんでした。 

当社グループ（当社及び連結子会社）が主に関連する住宅業界におきましては、震災の影響や雇用・

所得の先行き不安が続く中、昨年度より続いている住宅ローン「フラット35S」の金利優遇措置、住宅

ローン減税および生前贈与の非課税枠拡大等の各種政策がなされた一方で、７月末に住宅エコポイント

制度が前倒しで終了した影響もあり、住宅着工戸数(持家)は前年同期より3.5％減少しました。 

このような事業環境の中、当社グループは、建築設備設計コンサルティング事業において設計積算業

務の営業活動に注力するとともに、中長期的な成長を目指して新しい事業分野を開拓し、事業の収益基

盤の強化に取り組みました。 

この結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は705百万円（前年同期比2.8％減）となり、営

業利益224百万円（前年同期比18.5％減）、経常利益226百万円（前年同期比18.2％減）、四半期純利益

135百万円（前年同期比17.0％減）となりました。 

  

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。 

主力の給排水設備設計業務において、住宅着工戸数(持家)の減少により設計受託戸数が減少し

たため、設計積算業務の受託売上は減少しましたが、太陽光発電設備設計の受託やカスタマーセ

ンター等の受託拡大により、建築設備設計コンサルティング事業の売上高は680百万円（前年同

期比0.7％増）となりました。一方、カスタマーセンター等の人員を拡大させたことに伴う費用

の増加により、営業利益は271百万円（前年同期比14.0％減）となりました。 

首都圏のマンション・商業施設に関する建設需要が弱含みに推移し、売上高は24百万円(前年

同期比49.9％減)、営業損失は0百万円(前年同期は営業利益5百万円)となりました。  

  

① 資産、負債及び純資産の状況 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて9.9％増加し、2,547百万円となりました。これは、主

として現金及び預金が101百万円増加したことによります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて8.5％減少し、288百万円となりました。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、7.7％増加し、2,836百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べて8.0％増加し、430百万円となりました。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて14.8％増加し、34百万円となりました。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末と比べて8.4％増加し、464百万円となりました。 

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

①  建築設備設計コンサルティング事業

②  建築設備申請監理事業

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

（資産）

（負債）
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純資産合計は、前連結会計年度末に比べて7.6％増加し、2,371百万円となりました。これは、

四半期純利益（430百万円）の計上による増加の一方で、配当金による取崩し（223百万円）によ

り、利益剰余金が206百万円増加したこと等によります。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四

半期連結会計期間末に比べ33百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末には1,925百万円とな

りました。当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は、154百万円（前年同期は166百万円の獲得）となりました。主

な内訳は、税金等調整前四半期純利益226百万円であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は、12百万円（前年同期は2百万円の支出）となりました。支出

の主な内訳は、有形・無形固定資産の取得による支出10百万円であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は、109百万円（前年同期も109百万円の支出）となりました。支

出の内訳は、配当金の支払額109百万円によるものであります。 

  

 平成23年３月16日に公表いたしました当第２四半期連結累計期間の連結業績予想を修正しておりま

す。詳細につきましては、平成23年９月２日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧くだ

さい。なお、通期の連結業績予想につきましては、平成23年３月16日に公表したとおり、変更はあり

ません。 

  

  

（純資産）

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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第２四半期連結会計期間において、EPCO(HK)LIMITED(中国名：艾博科（香港）有限公司)を設立

し、連結子会社としております。 

変更後の連結子会社数は、２社になります。 

  

①簡便な会計処理  

・一般債権の貸倒見積高の算定方法  

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化

がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定して

おります。 

・固定資産の減価償却の方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算

定する方法によっております。 

②特有の会計処理 

  該当事項はありません。 

  

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成

20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号

平成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、及び経常利益は1,430千円、税金等調整前

四半期純利益は8,209千円減少しております。 

  

（沖縄県法人事業税の還付に係る会計処理の変更） 

 従来、沖縄県法人事業税の還付に係る会計処理は、県税事務所からの課税免除決定通知の受領時

に還付事業税として計上しておりましたが、前連結会計年度より課税免除額発生時に課税免除額を

法人税、住民税及び事業税から減額して計上する方法に変更しました。 

 この変更は、過去の課税免除実績から課税免除額を合理的に算定することが可能になったことか

ら、期間損益のより適正化を図るためのものであります。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の税金費用は

10,877千円減少し、四半期純利益は10,877千円増加しております。 

  

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務

諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日

内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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該当事項はありません。  

  

  

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要

株式会社エプコ（2311）　平成24年１月期　第３四半期決算短信

5



3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,925,616 1,823,774

受取手形及び売掛金 382,236 356,717

仕掛品 149,366 70,353

その他 92,073 68,494

貸倒引当金 △1,317 △1,334

流動資産合計 2,547,975 2,318,005

固定資産

有形固定資産 135,071 150,951

無形固定資産 47,986 42,885

投資その他の資産 104,996 121,071

固定資産合計 288,055 314,907

資産合計 2,836,030 2,632,913

負債の部

流動負債

買掛金 34,372 19,425

未払法人税等 107,659 158,293

賞与引当金 13,104 8,597

役員賞与引当金 － 17,200

その他 275,407 195,301

流動負債合計 430,543 398,818

固定負債

役員退職慰労引当金 － 15,028

長期未払金 15,028 －

その他 18,977 14,583

固定負債合計 34,005 29,611

負債合計 464,549 428,429

純資産の部

株主資本

資本金 87,232 87,232

資本剰余金 118,032 118,032

利益剰余金 2,406,205 2,199,577

自己株式 △188,763 △188,763

株主資本合計 2,422,706 2,216,077

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △51,225 △11,594

評価・換算差額等合計 △51,225 △11,594

純資産合計 2,371,480 2,204,483

負債純資産合計 2,836,030 2,632,913
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(2) 四半期連結損益計算書

【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年２月１日
至 平成22年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年２月１日
至 平成23年10月31日)

売上高 1,913,444 2,104,070

売上原価 932,169 1,040,850

売上総利益 981,274 1,063,219

販売費及び一般管理費 380,038 397,503

営業利益 601,236 665,716

営業外収益

受取利息 755 598

業務受託料 － 4,134

その他 1,758 972

営業外収益合計 2,513 5,705

営業外費用

為替差損 735 1,396

その他 － 312

営業外費用合計 735 1,709

経常利益 603,014 669,712

特別利益

社宅移転補償金 352 25,927

特別利益合計 352 25,927

特別損失

固定資産除売却損 137 259

事務所移転費用 8,209 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,778

特別損失合計 8,346 7,038

税金等調整前四半期純利益 595,020 688,602

法人税、住民税及び事業税 238,331 260,399

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税額 △14,539 －

法人税等調整額 2,295 △1,861

法人税等合計 226,086 258,537

少数株主損益調整前四半期純利益 － 430,064

四半期純利益 368,933 430,064
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【第３四半期連結会計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年８月１日
至 平成22年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年８月１日
至 平成23年10月31日)

売上高 725,847 705,683

売上原価 322,566 347,171

売上総利益 403,281 358,512

販売費及び一般管理費 127,470 133,622

営業利益 275,811 224,890

営業外収益

受取利息 262 240

業務受託料 － 1,382

その他 1,539 708

営業外収益合計 1,801 2,332

営業外費用

為替差損 967 688

その他 － 312

営業外費用合計 967 1,001

経常利益 276,645 226,221

特別利益

社宅移転補償金 － 538

特別利益合計 － 538

特別損失

固定資産除売却損 137 －

特別損失合計 137 －

税金等調整前四半期純利益 276,508 226,759

法人税、住民税及び事業税 117,535 97,367

法人税等調整額 △4,344 △6,230

法人税等合計 113,190 91,137

少数株主損益調整前四半期純利益 － 135,622

四半期純利益 163,317 135,622
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年２月１日
至 平成22年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年２月１日
至 平成23年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 595,020 688,602

減価償却費 51,047 46,292

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,778

売上債権の増減額（△は増加） △54,212 △26,966

仕入債務の増減額（△は減少） 6,394 14,801

その他 1,437 △37,719

小計 599,687 691,788

利息及び配当金の受取額 654 598

社宅移転補償金の受取額 3,582 22,673

法人税等の支払額 △300,758 △328,503

法人税等の還付額 14,539 17,478

営業活動によるキャッシュ・フロー 317,705 404,035

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △93,852 △17,150

無形固定資産の取得による支出 △7,959 △18,917

その他 △8,476 △4,445

投資活動によるキャッシュ・フロー △110,288 △40,513

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △221,445 △221,201

財務活動によるキャッシュ・フロー △221,445 △221,201

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,707 △40,478

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △20,735 101,841

現金及び現金同等物の期首残高 1,593,935 1,823,774

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,573,200 1,925,616
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当第３四半期連結会計期間（自平成23年８月１日 至平成23年10月31日）  

 該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間 (自平成22年８月１日  至平成22年10月31日) 

  

 
  

前第３四半期連結累計期間 (自平成22年２月１日  至平成22年10月31日) 

  

 
(注) １．事業区分は、サービスの種類、性質、販売市場等の類似性を考慮して決定しております。 

２．各事業の主要なサービスの内容 

  (1) 建築設備設計コンサルティング……低層住宅の建築設備の調査・設計・積算受託業務とそれに伴う設備部

材・工法のコンサルティング業務及び設備工業化部材の加工情報提供

業務並びにカスタマーセンター受託業務 

  (2) 建築設備申請監理            ……建築設備工事の官公庁申請・監理業務の受託 

３．会計処理の方法の変更 

    (工事契約に関する会計基準及び工事契約に関する会計基準の適用指針) 

 第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、建築設備申請監理事業の

売上高は52,928千円減少し、建築設備申請監理事業の営業利益は10,732千円減少しております。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

建築設備設計 
コンサルティ 
ング(千円)

建築設備申請
監理(千円)

計(千円)
消去又は全社 

(千円)
連結(千円)

売上高

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高

676,529 49,318 725,847 ― 725,847

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 676,529 49,318 725,847 ― 725,847

営業利益 315,450 5,773 321,224 △45,413 275,811

建築設備設計 
コンサルティ 
ング(千円)

建築設備申請
監理(千円)

計(千円)
消去又は全社 

(千円)
連結(千円)

売上高

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高

1,793,472 119,971 1,913,444 ― 1,913,444

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,793,472 119,971 1,913,444 ― 1,913,444

営業利益 724,785 9,566 734,351 △133,114 601,236
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前第３四半期連結会計期間（自平成22年８月１日  至平成22年10月31日) 

  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成22年２月１日  至平成22年10月31日) 

  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結会計期間（自平成22年８月１日  至平成22年10月31日) 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成22年２月１日  至平成22年10月31日) 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。 

当社グループは、本社に提供するサービス・顧客別の事業部を置き、各事業部は、提供するサービスに

ついての包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。したがって、当社グループは、事業部を

基礎としたサービス・顧客別セグメントから構成されており、「建築設備設計コンサルティング事業」、

「建築設備申請監理事業」の２つを報告セグメントとしております。 

なお、「建築設備設計コンサルティング事業」は、２つ以上の事業セグメントを集約して１つの報告セ

グメントとしております。 

各報告セグメントに属する主なサービスは次のとおりであります。 

（１）建築設備設計コンサルティング事業 

 低層住宅の建築設備の調査・設計・積算受託業務とそれに伴う設備部材・工法のコンサルティ

ング業務、設備工業化部材の加工情報提供業務及びカスタマーセンター受託業務を行っておりま

す。 

（２）建築設備申請監理事業 

 建築設備工事の官公庁申請及び監理業務を行っております。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間 (自  平成23年２月１日  至  平成23年10月31日) 

 
（注）１．セグメント利益の調整額△136,697千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

当第３四半期連結会計期間 (自  平成23年８月１日  至  平成23年10月31日) 

 
（注）１．セグメント利益の調整額△46,215千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

該当事項はありません。  

  

(単位：千円)

建築設備設計
コンサルティング

事業

建築設備
申請監理 
事業

合計 調整額
四半期

連結損益計算書
計上額

売上高

  外部顧客への売上高 2,006,318 97,752 2,104,070 ― 2,104,070

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,006,318 97,752 2,104,070 ― 2,104,070

セグメント利益 800,527 1,886 802,414 △136,697 665,716

(単位：千円)

建築設備設計
コンサルティング

事業

建築設備
申請監理 
事業

合計 調整額
四半期

連結損益計算書
計上額

売上高

  外部顧客への売上高 680,958 24,725 705,683 ― 705,683

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 680,958 24,725 705,683 ― 705,683

セグメント利益 271,380 △275 271,105 △46,215 224,890

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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(注）１.本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２.セグメント間の取引はありません。 

4. 補足情報

販売の状況（連結）

     (単位：千円)

セグメントの名称

前第３四半期連結累計期間
（自 平成22年２月１日  

   至 平成22年10月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年２月１日  

   至 平成23年10月31日）

金額 構成比 金額 構成比

建築設備設計 
コンサルティング 
事業

設備設計・積算業務の受託 1,381,856 72.2% 1,448,563 68.9%

建築設備のコンサルティング 43,587 2.3% 36,450 1.7%

部材加工情報の提供 169,965 8.9% 168,425 8.0%

カスタマーセンターサービス 198,063 10.3% 352,879 16.8%

小計 1,793,472 93.7% 2,006,318 95.4%

建築設備 
申請監理事業

官公庁申請監理業務の受託 119,971 6.3% 97,752 4.6%

合計 1,913,444 100.0% 2,104,070 100.0%
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